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本稿は，一般財団法人 農村金融研究会

が農林中金総合研究所の委託を受けて実施

した「2016年度 漁協アンケート調査」結

果の一部の概要である。本アンケートは，

全国の沿海地区漁協1,155組合（１県１漁協

等の大規模漁協の支所・支店を含む）に対し

て，2016年７月上旬に調査票を送付し，601

組合（支所・支店を含む）から回答をいた

だいた（回収率52.0％）。

本アンケートでは，漁協の概況（水揚量

や魚価等の変化，正組合員数の予測等）と漁

協自営漁業（漁協による漁業の経営）の現

状について取り上げた
（注）
。本稿では，漁協自

営漁業に関するアンケートおよびヒアリン

グの結果について紹介する。
（注）「水産業協同組合法の一部を改正する法律の
施行について（平成 5年10月15日）」では，漁協
自営漁業に対して，「最近，漁業の担い手の不足
が問題となっており，漁業生産の継続や漁場の
有効利用が図られないおそれが生じているため，
今後は，漁協による漁業自営をより積極的に推
進していくことが必要である」と記されている。

水産庁『水産業協同組合統計表』による

と，14年時点で漁協が自営漁業を実施して

いるのは，946組合中185組合（19.6％）であ

る（第１図）。漁業種類別には「定置漁業」

が185組合中80組合（43.2％）と最も多い。

都道府県別では「北海道」（26組合）が最も

多く，次いで「青森」（25組合），「岩手」（21

組合），「長崎」（18組合），「千葉」（17組合）

であり，５道県で半分以上（57.8％）を占め

ている。

本アンケートでは，漁協自営漁業を「実

施している」は552組合中128組合（23.2％），

「以前は実施していたが，現在は実施して

いない」は70組合（12.7％），「実施していな

い」は354組合（64.1％）であった。「実施し

ている」と回答した漁協の漁業種類は「定

置漁業」が125組合中66組合（52.8％）と最

も多く，次いで「貝類・藻類養殖」（16.8％），
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第1図　漁協自営漁業の実施状況
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傾向」と回答している割合が相対的に高い。

漁協の水揚高（属人）に占める漁協自営

漁業の割合として，「10％未満」が108組合

中52組合（48.1％）である。「50％以上」は

15組合（13.9％）であり，うち10組合が「定

置漁業」，３組合が「貝類・藻類養殖」で

ある。

自営漁業の運営にあたって中心となる集

落や支所・支店の有無については，「中心

集落がある」が115組合中22組合（19.1％），

「中心支所・支店がある」が32組合（27.8％），

「特にない」が61組合（53.0％）である。漁

業種類別にみると，「定置漁業」はほかと

比較して「中心集落がある」（58組合中17組

合：29.3％）と回答している割合が高い。

組合自営漁業の従事者数は１組合あたり

17.9人（122組合平均），うち組合員およびそ

の家族の割合は63％（単純平均），従事者の

うち地元（管内）出身者の割合は79％（単純

平均）である。漁業種類別にみると，組合

員およびその家族の割合は「潜水」（32％）

が比較的低くなっているが，これは潜水を

専門としている地区外あるいは組合員では

「潜水」（16.0％），「魚類養殖」（8.8％），「漁

船漁業」（4.8％），「採介藻漁業（ウニ，ホタ

テ，カキ等）」（4.8％）となっている。都道

府県別では「北海道」「青森」各16組合，「岩

手」15組合，「長崎」14組合，「千葉」８組

合であり，５道県で半分以上（53.9％）を

占めている。

漁協自営漁業の開始時期は，30年以上前

から実施している漁協が111組合中64組合

（57.7％）である。ここ10年間に自営漁業を

開始した漁協は15組合（13.5％）で，漁業

種類別には「貝類・藻類養殖」（６組合）が

最も多く，次いで「定置漁業」（３組合），「潜

水」（２組合）である。「漁船漁業」と「魚

類養殖」については20年以上前からの操業

だけで，それ以降に取り組んだという回答

はなかった。

漁協自営漁業の事業利益の動向は，全体

としては「黒字傾向」（61.9％）が最も多く，

次いで「収支トントン」（23.7％）である（第

２図）。「その他」としては，「波がある」と

いうような水揚量と金額に変動があること

を挙げている。漁業種類別では，「黒字傾

向」と回答している割合が最も高いのは「潜

水」（94.1％）であり，次いで「定置漁業」

（64.4％），「魚類養殖」（55.6％）である。「貝

類・藻類養殖」においては，数年前に取り

組み始めたばかりの漁協や，病気や害敵，

海水温の変化等によって被害を受けている

漁協もあり，「収支トントン」および「赤字

2　漁協自営漁業の経営概要
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第2図　漁協自営漁業の事業利益の動向
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業共済の利用」（35.1％），「積立金の取崩」

（19.3％）である。「その他」として「他事

業と合算」「組合員負担」等を挙げている。

また，「損失はない」「損失が予想される場

合は中止」と回答している組合もある。漁

業種類別にみると，「定置漁業」は「漁業

共済の利用」（59組合中36組合：61.0％）と回

答している割合が比較的高い。

漁協自営漁業の目的は（複数回答），「組

合経営の財源確保」（83.1％）が最も多く，

次いで「組合員の流出防止」（37.3％），「漁

業生産（量）の維持」（35.6％）である（第

１表）。「その他」としては，「漁業資源の増

殖」「未利用資源の活用」「村内への鮮魚の

供給」「魚価の安定」「村おこし」等が挙げ

られている。

漁業種類別にみると，「定置漁業」はほ

かと比較して「漁業生産（量）の維持」と

回答している割合（49.2％）が高く，同様に

「貝類・藻類養殖漁業」（35.3％）と「魚類

養殖漁業」（33.3％）も比較的高い。また，「貝

類・藻類養殖漁業」は「高齢組合員の就業

対策」や「新規漁業の研究開発」と回答し

ている割合が相対的に高い。

「組合経営の財源確保」の回答が多かっ

たが，これによって組合員は漁協に対する

販売手数料や施設利用料等の軽減が図られ

ている。また，組合員の漁労機会の創出・

提供をしているケースもある。漁協自営漁

業がなかった場合，現状以上の費用負担を

ない業者等に委託している漁協があるから

である。同様に「魚類養殖」の従事者に占

める組合員およびその家族の割合（45％）

が低いが，これは組合員ではない職員が従

事者となっているケースがあるからである。

漁協自営漁業の資金の借入先については

（複数回答），「内部資金で対応」が112組合

中85組合（75.9％）と最も多く，次いで「信

漁連」（28.6％），「信漁連以外」（6.3％）で

ある。漁業種類別にみると，「潜水」はす

べての組合（15組合）が「内部資金で対応」

と回答している。また，資金規模が比較的

大きい「定置漁業」を行っている組合の半

数近くは内部資金だけで対応しており，「魚

類養殖」においては３分の２の組合が内部

資金だけで対応している。

漁協自営漁業から生じた利益の処理方法

については（複数回答），「組合の他事業と

合算」が117組合中92組合（78.6％）と最も

多く，次いで「自営漁業の従事者に配当」

（22.2％），「全組合員に配当」（18.8％）である。

「その他」として「内部留保，財務の充実」

「翌年の資金」「支所運営資金」等を挙げて

いる組合もある。漁業種類別には，「魚類養

殖」と「潜水」を実施している組合のすべ

てが「組合の他事業と合算」と回答してい

る。「全組合員に配当」と回答している割合

は，「定置漁業」（59組合中14組合：23.7％）と

「貝類・藻類養殖」（17組合中４組合：23.5％）

で比較的高い。

漁協自営漁業の損失の処理方法について

は（複数回答），「その都度決定」が114組合

中54組合（47.4％）と最も多く，次いで「漁

3　漁協自営漁業の目的
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また，「新規漁業の研究開発」にもなって

おり，今後はカキ養殖を地域のモデルとし

て管内に展開していきたいと考えている。

そのためにも現在の取組みを組合員に引き

継いで漁協は手を放したいと考えているが，

現時点では主体となる組合員が不在とのこ

とである。

ヒアリングしたＢ漁協の定置漁業は，「新

規漁業者の受入先」として機能している。

乗組員は20名であるが，全員が漁家子弟以

外で，地区外から着業した人が大部分であ

る。乗組員の募集に人が集まる理由として

は，①募集主体が漁協ということから応募

者に安心感・信頼感を付与していること，

②正規雇用で，給与形態を固定給にし，賞

与年２回，定期昇給年１回にしていること，

③モデルになる人（他地区から乗組員になり，

その後結婚，子どもをもって地区内に家を建

てた人）がいること，等が挙げられる。Ｂ

組合員に強いることになり，組合員の漁業

所得の圧迫や組合員の減少を一層加速させ

ていたことも想定される。組合員等の中に

は，漁協自営漁業を「漁協を存続するため

の漁業」と捉えている人もいるようである

が，漁協経営が成り立つことによって，組

合員に対する事業やサービスが提供されて

いる。さらに，地域に対する貢献活動（地

域催事や魚食普及活動など）にもつながって

いる。

ヒアリングしたＡ漁協では，漁業後継者

の育成と漁場の有効利用のために，労働強

度が比較的軽く初期投資も少ないカキ養殖

に着目し，３年前から漁協自営漁業として

試験的に取り組んでいる。作業は漁協職員

が空いた時間を活用しているが，それだけ

では不十分なので，高齢組合員７名をパー

トとして雇用している。この点では「高齢

組合員の就業対策」として機能している。

自営漁業の目的（複数回答）

合計
組合
経営の
財源
確保

組合員
の流出
防止

高齢
組合員
の就業
対策

新規
漁業者
の受入
先

漁業
生産
（量）の
維持

組合
加工
事業の
原料

組合
直売所
販売
する魚

組合の
食堂
提供
する魚

新規
漁業の
研究
開発

観光
資源

漁業
振興の
財源
確保

漁場
利用の
公平化

その他

総平均 100.0
（118）

83.1
（98）

37.3
（44）

10.2
（12）

12.7
（15）

35.6
（42）

6.8
（8）

9.3
（11）

2.5
（3）

4.2
（5）

5.9
（7）

11.0
（13）

6.8
（8）

5.9
（7）

定置漁業 100.0
（59）

86.4
（51）

47.5
（28）

6.8
（4）

23.7
（14）

49.2
（29）

1.7
（1）

6.8
（4）

3.4
（2）

-
-

1.7
（1）

10.2
（6）

8.5
（5）

3.4
（2）

漁船漁業 100.0
（2）

50.0
（1）

50.0
（1）

-
-

50.0
（1）

-
-

50.0
（1）

50.0
（1）

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

50.0
（1）

潜水 100.0
（17）

100.0
（17）

-
-

5.9
（1）

-
-

11.8
（2）

17.6
（3）

5.9
（1）

-
-

-
-

-
-

17.6
（3）

-
-

5.9
（1）

魚類養殖
漁業

100.0
（9）

77.8
（7）

-
-

11.1
（1）

-
-

33.3
（3）

11.1
（1）

22.2
（2）

-
-

11.1
（1）

11.1
（1）

11.1
（1）

11.1
（1）

11.1
（1）

貝類・藻類
養殖漁業

100.0
（17）

70.6
（12）

52.9
（9）

23.5
（4）

-
-

35.3
（6）

5.9
（1）

11.8
（2）

5.9
（1）

23.5
（4）

17.6
（3）

11.8
（2）

5.9
（1）

-
-

その他 100.0
（14）

71.4
（10）

42.9
（6）

14.3
（2）

-
-

14.3
（2）

7.1
（1）

7.1
（1）

-
-

-
-

14.3
（2）

7.1
（1）

7.1
（1）

14.3
（2）

（注） 　上段は構成比，下段は組合数。

第1表　漁協自営漁業の目的（複数回答）
（単位　％，組合）
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「水揚量の減少」（48.3％）が最も多く，次

いで「従事者の確保困難」（41.4％），「魚価

の低迷」（34.5％）である（第２表）。「その他」

としては，「漁獲量に変動がある」「利用者

の減少」「地球温暖化等，自然現象への対

応」「死滅すると大きな赤字を出すことが

ある」「①海水温が年々上昇，病気や環境

が悪化して生存率が下がった，②他県の養

殖業者に比べ小規模のため，価格的に厳し

い状況，③餌や資材の高騰により利益が減

少」「量産量販につながる販路開拓，拡大」

「経済基盤強化に向けた新たな漁場を模索

中」等を挙げている。

漁業種類別にみると，「定置漁業」を行っ

ている漁協の半数以上が「水揚量の減少」

「従事者の確保困難」「魚価の低迷」と回答

している。「潜水」は，ほかと比較して「組

合員の反対」（23.5％）と回答している割合

が高い。

「水揚量の減少」に対しては，各漁協が

漁協の水揚高の９割以上は漁協と２経営体

による定置漁業によるものであり，漁協自

営定置は地域の漁業生産の中心的な存在と

なっている。

漁業生産の大部分を漁協自営定置が占め

ているＣ漁協では，正組合員25名のうち10

名が定置漁業の乗組員である。定置の乗組

員は総勢12名で，彼らは定置からの所得を

主としながら，定置の空き時間や休みの時

に刺網やエビ網，一本釣りをして所得の補

充をしている。組合員は獲ったものを他地

区の市場に出荷するが，それに対する手数

料は漁協自営によって収支が安定している

ので徴収していない。漁協自営定置と乗組

員による自営漁業の組合せによって，漁業

者が定着している事例である。

漁協自営漁業の課題としては（複数回答），

4　漁協自営漁業の課題

合計
自営漁業の課題（複数回答）

課題なし 従事者の
確保困難

水揚量
の減少

魚価の
低迷

利益確保
が困難

資金繰り
が困難

組合員
の反対 その他

合計 100.0
（116）

20.7
（24）

41.4
（48）

48.3
（56）

34.5
（40）

12.1
（14）

3.4
（4）

7.8
（9）

7.8
（9）

漁
業
種
類

定置漁業 100.0
（58）

12.1
（7）

56.9
（33）

60.3
（35）

50.0
（29）

6.9
（4）

3.4
（2）

3.4
（2）

5.2
（3）

漁船漁業 100.0
（2）

50.0
（1）

50.0
（1）

50.0
（1）

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

潜水 100.0
（17）

41.2
（7）

11.8
（2）

41.2
（7）

17.6
（3）

5.9
（1）

-
-

23.5
（4）

-
-

魚類養殖 100.0
（9）

33.3
（3）

11.1
（1）

22.2
（2）

44.4
（4）

22.2
（2）

22.2
（2）

-
-

11.1
（1）

貝類・藻類
養殖漁業

100.0
（16）

25.0
（4）

25.0
（4）

37.5
（6）

6.3
（1）

18.8
（3）

-
-

6.3
（1）

18.8
（3）

その他 100.0
（14）

14.3
（2）

50.0
（7）

35.7
（5）

21.4
（3）

28.6
（4）

-
-

14.3
（2）

14.3
（2）

（注） 　上段は構成比，下段は組合数。

第2表　漁協自営漁業の課題（複数回答）
（単位　％，組合）
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今回調査を通じて，漁協自営漁業のあり

方が多様であることがわかった。例えば，

Ａ漁協のように漁協が中心となって新たな

漁業の開発・試験をし，それを組合員に還

元する方向である。これには補助事業等を

活用して取り組んでいる漁協もあるが，そ

れに加えてＤ漁協のように自営の水産物の

ブランド化や販路拡大，地域の他組織との

連携等による魚価向上のための取組みをセ

ットにして，漁協が推進していくことも求

められるだろう。

ほかには，漁協自営漁業が地域漁業の中

核となっていく方向である。Ｃ漁協のよう

に組合員の大半が漁協自営漁業への従事を

主として生計を立てたり，ほかの組合では

組合員を数名のグループに分けて漁協自営

定置に携わらせ，組合員の自営漁業の収入

を補填する場としている漁協もあった。組

合員の減少によって漁業や資源管理・環境

保全等がうまくいっていない地域において

は，管内漁業の中心を漁協自営で対応し，

統一的な取組みによって漁業振興を図るの

もひとつのあり方ではないかと考える。

現状がうまくいっていないと考えている

漁協においては，今までとは違う何かをし

なければならない。その一手として漁協自

営漁業による新規漁業の開発・試験や組合

員の就業機会の提供等によって変化を起こ

すことを検討してみる価値はあろう。
（おなか　けんじ）

禁漁期間や区域を設けたり，放流等を行っ

て対策を図っている。「従事者の確保困難」

に対しては，漁協や行政等が新規就漁者の

確保のための取組みを行ったり，前述した

Ｂ漁協のように給与体系を歩合給から固定

給中心に変更して着業しやすい労働条件を

整えたりしている。また，Ａ漁協ではカキ

の洗浄や養殖カゴの清掃等の作業の一部を

障がい者施設に委託したり，ある漁協では

ダイバーに海藻の採取の委託を検討してい

る。このように，業務の一部を外注し従事

者の負担を軽減することによって，新たな

従事者を確保できる可能性がある。今後は

定年退職者や高齢者等の地域住民を漁協の

取組みに巻き込むことも検討することが必

要であろう。

「魚価の低迷」に対しては，Ｄ漁協では

漁協自営定置で水揚げされたものを沖締め

することによってブランド化し，魚価の向

上を実現している。漁協自営ということも

あり，品質・規格等の統一が比較的容易で

あり，ブランド浸透や拡大も図られた。そ

の後，ブランドとして定着し，地域・漁港

の認知度も上がり，当地域で水揚げされた

もの全体の単価の向上も図られている。Ｂ

漁協では，地元で水揚げされたもののブラ

ンド化を市や商工会議所等と連携して取り

組み，魚価の向上や加工品の開発に成功し

ている。魚価の向上にあたっては，地域の

他組織との連携もひとつの方法であり，そ

のような事例も最近は散見される。

おわりに
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